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１．はじめに

2025 年 3 月 7 日 -9 日（仙台国際センター）

において開催された世界防災フォーラム

2025 において産学民による連携セッション

「レジリエント社会構築に向けた新たな連

携：よりよい復興をもたらす身近な【つなが

り】」を開催した。本セッションは前回大会

である世界防災フォーラム 2023 にて実施し

たパネルディスカッション「レジリエント社

会構築に向けた新たな連携：持続可能な防災・

減災インフラとはなにか」および「防災・減

災における多様な連携を広げるために」での

議論を踏まえ，長期間を要する復興において

必要なキーワードとして，“身近なつながり”

を掲げて開催したものである。

前回では，土木構造物に代表されるハード

インフラと情報や人的ネットワーク等のソフ

トインフラに関し，強靭かつ持続的にするた

めの具体的な取り組みについての話題提供が

行われた 1）。ユニークな例として，2011 年 3
月 11 日の東日本大震災（以降，震災）によ

る津波を受けて沿岸域の景観が大きく変化し

た一方，砂浜や塩性湿地固有の植物が思いが

けず再生した事例が挙げられた。これは洗掘

により地中で休眠していた種子が掘り起こさ

れて発芽したと考えられており，生態学にお

いても驚かれた現象であった 2）。この地域固

有の植物の再生を起点として，住民間で地域

環境の保全活動が開始されるなど，思いがけ

ないことがきっかけとなり地域復興の糸口と

なる前例が挙げられた。災害時の対応におい

ては十分な事前想定と準備を行うことのみな

らず，システムや計画における冗長性を残す

こと，その重要な要素の一つとして多様な枠，

スケール間での連携構築が鍵であると考えら

れる。

そこで，本セッションでは，産学民から話

題提供者を招集し，各人が携わってきた事前

防災および復興フェーズにおける取り組みに

ついて紹介を行った。各人の取り組みにおけ

る連携先および取り組み内容が，震災の前後

においてどのように変化したかについて示し

た。以上を踏まえ，多様な連携の展開と継続

を促す要因の把握を目指した。本稿では，話

題提供内容の概要を各論とし，加えて今村文

彦教授による開催趣旨の説明，サッパシー・

アナワット准教授から寄せられたセッション

へのコメント，また内田典子助教（いずれも

東北大学災害科学国際研究所）による総合討

論の内容を記述し，本セッションにて得られ

た知見をまとめた。

２．各論

２．１　企業防災

企業からの視点として，小野高宏氏（東京

海上日動ホールディングス株式会社マネー

ジャー，東北大学災害科学国際研究所特任教

授（客員））より話題提供を行った。震災時

の経験として，自治体が被災したことで被災

証明書の発行といった公的サービス提供が中

断したことで地域住民や企業へ影響が及んだ
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事例を挙げた。他方，同じ公的サービスで

あっても，事前に災害時対応について民間企

業と災害協定を結んでいた高速道路に関して

は，発災後に迅速な復旧対応が行われ，被災

地への迅速な物資・救援供給が可能であった。

このような体験から，地域経済は官民の相互

依存によって形成されていることが再認識さ

れ，経済活動においても「機能を停止・中断

させないための取り組み」が重要であり，そ

の基盤としての相補的な連携・ネットワーク

づくりの必要性が強調された（図 1）。
機能を中断させない取り組みとして，事案

の想定と事前対策，そして事前対策を踏まえ

た事後対応を十分に検討しておく点の重要性

を指摘した。そのためにはマニュアル作成お

よび BCP 策定や，それを的確に実施できる

よう平常時に災害対応訓練を行うことなども

有効である。企業・個人を問わず，災害リス

クに関する正しい情報を外部から収集，理解

し，実際の防災行動に移すことが必要である。

社会が複雑なネットワークにより支えられて

いることの実感から，どのサービスが誰に

よって提供され，何と連関しているのかを把

握し，中断時の影響度を把握することが，個

人，会社，社会等の各ステークホルダーにお

いてレジリエンスの高い仕組みを構築するた

めの一歩であるとした。以上の変遷より，震

災前の主な連携先はサービス提供先としての

行政・企業・個人顧客であったが，震災後に

は正確な情報の収集と分析のために大学やコ

ンサル会社らとの連携が新たに追加された。

２．２　防災教育

学術および防災教育の観点から，保田真理

プロジェクト講師（東北大学災害科学国際研

究所）より話題提供を行った。東日本大震災

以前においても災害に関する知識普及・防災

啓発を目的とした講座を実施していたが，そ

の実施範囲は比較的年齢層の高い地域の防災

リーダーや住民などであった。主な開催場所

は大学の講義室や市内のセミナー室とし，参

加者に来てもらう形式であった。震災以降に

は国内外において防災への関心が高まったこ

とを受け，学校に直接出向き，小中学生を対

象とした「結」プロジェクトと名付けた防災

出前授業を行うようになった。防災出前授業

の実施対象は震災被災地である宮城県・岩手

県・福島県をはじめ，南海トラフ地震の被害

想定範囲となる地域のほか，国内外の小中学

校へと拡大していった。その結果，2011 年

から 2025 年までの 14 年間における累計受講

者は 431 校，27,125 名数えた。授業内容は，

地震津波のメカニズムや専門用語（テクニカ

ルターム）の解説を踏まえ，災害発生時の行

動や日常的に災害に備える行動を具体的にイ

メージさせることを目的として構成されてい

る。津波工学に加え，河川氾濫などの災害の

専門家や，認知心理学など他分野の研究者と

図 1. 産官学民の連携
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の連携によって，充実した授業内容の組み立

てと改善を行ってきた。さらに，防災出前授

業から学校に関わる地域住民との【つながり】

が生まれ，保護者や市民防災士等との連携が

自然と増加した。

また，より広い普及方法を模索し，多様な

形態の防災啓発手法を考案した。スタンプラ

リー形式で防災・減災行動のシミュレーショ

ンを行う防災・減災スタンプラリーや，身近

に防災知識を持ち運ぶことをコンセプトとし

た「減災風呂敷」や「減災ハンカチ」の開発

を行った。加えて，感染症蔓延や学校教員の

負担増加を背景に，動画・オンライン教材の

開発も行った。防災・減災スタンプラリーの

開発・販売，「減災ハンカチ」の配布風呂敷の

デザイナーや協賛には各企業の，また取り組

みの周知にはメディアの協力が不可欠であり，

従来は防災への直接的な関わりが薄かったス

テークホルダーとの連携が新たに生まれた。

14 年間防災教育を継続できたことにより，

次世代の防災の担い手が育っていることも実

感される。例えば，講義を通じ，将来防災に

関わる仕事や取り組みをしたいと意気込む小

学生たちが現れている。近年の災害の多発化・

激甚化を受け，防災・減災教育への需要は国

内外において高まり続けており，特に災害頻

発国にも関わらず先進国である日本からの発

信は注目度が高い。一方，歴史・自然・文化

的背景の異なる国で防災啓発をするためには，

相手の背景を理解した上での伝え方や啓発方

法を考えるといった工夫が必要となる。現在

の子どもたちが将来十二分に活躍できる力を

伸ばすためには，災害発生メカニズム等の科

学的理解の促進のみならず，多様な社会的背

景を持つ人々との連携を通し，相互理解やコ

ミュニケーションを自然と学べる環境を作っ

ていくことが必要である。

２．３　メディアと防災

報道分野の視点として，ラジオパーソナ

リティであり防災・減災プロデューサーで

ある板橋恵子氏（株式会社エフエム仙台）

より話題提供を行った。地震調査委員会（文

科省）によって 2000 年から 2003 年に行われ

た海溝型地震の長期評価の結果，宮城県沖で

の地震発生確率 90％という結果が公表され

た。これを受け，防災への社会的関心が高く

なかった当時より，メディアとしての使命感

から，2004 年防災啓発ラジオ番組『SUNDAY 
MORINING WAVE』をスタート，番組のパー

ソナリティには，地震・津波の研究及び防災

啓発を行っていた東北大学教授今村文彦を迎

えた。2005 年からは外国人に向けた防災情

報発信コーナー「GLOBAL TALK」を開始し

たほか，より広く防災に関心を持ってもらう

ための仕掛けとして，非常時に作れる食事の

レシピアイデアをリスナーから募り，実際に

調理して競うイベント「サバ・メシ＊コン

テスト」を企画し，2006 年より年次開催し

た。本企画は，身近な「食」を通して災害時

の生活を疑似体験（シミュレート）してもら

おうというもので，レシピ応募者も年々増加

し，「サバ・メシ（非常食）」という言葉も浸

透，ラジオの枠組みを超えて親しまれた。

地震が発生した 3 月 11 日の夕刻には，

「GLOBAL TALK」にて在日外国人らと協力

関係にあったことから，多言語（英語・中国語・

韓国語，やさしい日本語）での震災関連情報

を発信，翌々日には今村教授からの余震への

注意喚起を放送することができた。番組リス

ナーからは，一連の番組や取り組みがきっか

けとなり震災以前から災害時の対応について

家族会議ができたこと，災害発生時にも子ど

もたちが落ち着いて行動できたこと，またサ

バ・メシレシピを使って調理し実際に近隣の

人に配ったエピソード等が寄せられ，市民・

家庭レベルでの防災啓発に貢献していたこと

が示された。

震災後，ラジオによる継続的な防災啓発の

効果が確認されたことから，非常食レシピの

ほか防災関連情報を掲載した「サバ・メシ防

災ハンドブック」（図 2）を発行し無料配布，

2018 年からは宮城県内小学校 5 年生全員に

配布している（約 25,000 部）。制作および無

料配布に必要な原資は，多数の企業との連携・

協賛により賄われている。また，災害時の円
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滑なサポート体制のため仙台観光国際協会と

の災害時連携協定を結ぶなど，多岐にわたる

連携を構築した。さらに，災害科学の最新の

知見や情報を発信する新たなコーナー「東北

大学防災 UPDATES!」を開始した。このよう

な多様な防災啓発の取り組みを展開できた背

景として，発災を受けて社内・社外を含む社

会での防災意識・関心が高まったことが重要

な要因だったと考えられる。

ラジオメディアにおける防災啓発の役割の

ひとつとして，十分に認知・理解されていな

いリスクを取り上げ，危機感を煽るのではな

く，正しく理解し判断に繋げる発信をしてい

くことが挙げられる。今後は，頻発化・激甚

化する気象災害について，発生のメカニズム

など根本的な理解を促せるよう，地球環境分

野の研究者等からの情報発信も検討中である。

また，誰もが聴取できるラジオの特性を活か

すことで，世代間やコミュニティスケールの

枠に捉われない防災啓発が展開できると考え

られることから，活力があり斬新なアイデア

をもつ若い世代の防災減災活動や，また平常

時と非常時をシームレスにつなぐための「食

のフェーズフリー」に取り組む企業・団体と

の連携などの展開が想定される。

２．４　文化の果たす役割

葛西啓之氏（株式会社いのちとぶんか社）

より，市民活動による地域振興の視点から

話題提供があった。同氏はプロの和太鼓奏

者であり，震災前は国内外においてイベン

トや舞台においてパフォーマンスを実施し

てきたが，震災をきっかけに同氏は「株式

会社いのちとぶんか社」を設立し，被災し

た福島県の帰還困難区域を含めた浜通りの

コミュニティ再生に尽力している。同社は，

“文化でいのちをつなぐ”をキャッチコピー

とし，日本文化を活用した社会課題の解決

を使命としている。活動趣旨は，同氏がアー

ティストとしての活動を通し，日本の文化

が人に与える活力の大きさを実感したこと

に裏付けられている。また，音楽が興行ビ

ジネスと表裏一体として存続している現状

を鑑み，より人間生活に寄り添う文化のあ

り方を模索したいという理念に支えられ，

多様なプロジェクトを展開している。

文化で人々を繋ぐ取り組みとして，福島県

浪江町における太鼓サークルやお祭りを活用

したコミュニティ形成（太鼓浪音）および地

区防災計画の作成の事例が紹介された。同地

区の住民にとっての復興の第一条件は神社の

再建であり，完了まで 8 年を要したものの，

図 2. サバ・メシ防災ハンドブック（2025年度版）
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再建後は盆踊り，神楽や田植え踊り等の民俗

芸能が復活した。とくに，太鼓サークルなど

の練習会は住民間の多世代の【つながり】や

教育，また地域の語り継ぎを再興し，住民間

の平時の繋がりを形成した。こうしたコミュ

ニティの存在が，自治区での自主防災組織立

ち上げの土台となり，地区防災計画の円滑な

作成を促した。さらに，イベントの企画や日々

の練習の支援を通し，住民間だけではなく企

業や行政との協力関係や，移住者と地元住民

間の自然な交流，また異なる地域同士の交流

が生まれた（図 3）。さらに浪江駅前広場の

再開発事業，浪江町を象徴する林業と木造建

築家の隈研吾氏の連携により，地域の誇りと

審美的感覚の融合が図られていることが紹介

された。

文化の重要性について，文化は価値観の醸

造に不可欠であり，また社会的背景の異なる

人々を繋ぐ装置であることも強調された。文

化体験を通し，世代，セクシュアリティ，地

域等の垣根を超えて共に良いと思うもの，ま

たは他者が良いと思うものに対して言語・非

言語的に共有することができる。このような

体験は，他者理解や思いやりといった倫理観

の醸造に寄与し，災害時には共助行動として

発揮されると考えられる。また，環境問題等

の複雑な社会課題に対し，当事者意識を持っ

て向き合う人の増加にも寄与すると考えられ

る。このような文化の働きは日本文化におい

て見られる「滲み」「ぼかし」「余韻」といっ

た手法による効果とも共通することから，今

後の防災啓発のキーワードとなり得ることが

示された。

３．海外における防災コミュニティ

海外におけるコミュニティの形成に関し，

サッパシー・アナワット准教授（東北大学）

より知見共有がなされた。2004 年スマトラ

沖地震・インド洋津波以降，東南アジア諸国

ではコミュニティを基盤とした防災への関心

が高まっている。例えばイスラム教徒の多い

インドネシアではモスク 3）に，仏教国であ

るタイでは寺社に日常的に集まる習慣があり，

これらの施設を拠点として立場の関係ないコ

ミュニティが形成されている 4）。例えば毎週

日曜の礼拝・参拝，年中行事や冠婚葬祭の開

催場のほか，教育機関や福祉活動の中心とし

ても機能している。また人が集まりやすい場

所に立地していることが多く，災害時の自然

な拠点となりえる。とくにタイでは，2007
年以降，寺院を災害時の避難拠点として活

用する体制が進められている 5）。福島県浪江

町の神社の事例と共通点が多いことからも，

互いに活かせる教訓等があり，今後の情報

共有や異文化交流の起点となる可能性が挙

げられた。

４．全体像から見る【つながり】

話題提供者 4 名から震災前と後における連

携先を収集し，その変化を描画したネット

ワーク図について内田典子助教（東北大学）

より解説した（図 4，R ver. 4.4.2 6，package 
“ggplot2”）。4 名に共通する傾向として，震

災前に比べて震災後の方が連携先の数および

区分の多様性が増加した。これは，震災後に

防災推進に対する責任感を持つステークホル

ダーが増加したことを示しており，社会的な

防災への関心の高まりおよび各人の話題提供

内容と矛盾しない。また，震災後には活動の

オーバーラップが確認された。例えば民間企

業に属する小野氏は，震災前には保険ビジネ

スの直接的な顧客らとの繋がりのみであった図 3. 福島県浪江町における文化と復興
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が，震災後には BCP 策定や防災の国際標準

化（ISO）の取り組み推進のため，大学や防

災教育分野の保田講師との関係が生まれた。

加えて，震災前に和太鼓奏者として活動して

いた葛西氏は，公演に関係する舞台やイベン

ト企業との関わりが主であった一方，震災後

にコミュニティ再生活動を開始したことから，

地方自治体などの行政，防災団体等との連携

先が追加されている。さらに，文化を生かし

た防災促進を行う葛西氏は，保田講師，小野

氏と直接的な関わりは現在ないが，全国の学

校が共通の活動場となっている。他方，メディ

ア分野の板橋氏と葛西氏は本セッションが初

めての連携であり，今後メディアと市民活動

の連携が生まれることで，防災啓発における

新たな展開と防災ネットワークの安定が期待

できる。

５．�まとめ；よりよい復興をもたらす【つ

ながり】とは

本セッションは，震災から 14 年が経過し

た東北地方において，防災啓発・推進の取り

組みを行なってきた登壇者らのそれぞれの立

図 4.　震災前後における登壇者 4 名の連携先の変化
ノード（丸）は連携先を示し，色の違いは連携先の属性（行政，企業，法人等団体，学術，報道関係，
市民）を示す。エッジ（線）は繋がりの有無を表す。

場からの経験を基に「よりよい復興をもたら

す【つながり】とは何か」を考える場となっ

た。つながりには，個人間，家族，会社，地

域，国といった様々なスケールが想定される

が，平時からどこがどのように繋がっている

かを俯瞰することにより，突然に発生する災

害時の緊急対応や前例のない対応についても，

臨機応変な判断や行動を促すことができると

考えられる。その後，大きく変化する環境の

中での復旧・復興を模索する際に，新たな連

携や関係を構築する一助となると期待される。

また一方で，災害発生以降に長期的な共同

関係を継続するには，防災啓発の推進など大

きな目標の共有を前提としつつ，新たな取り

組みへの挑戦を継続することが鍵であること

が示された。また，新たな連携をつくること

はネットワークの冗長性を増加し，機能の停

止を予防することにも貢献する。新たな連携

の構築には，世代，性別，社会的背景の違い

の理解と，その境界を意識的に滲ませること

の両立が必要であり，文化の力を借りること

が有力な手段であると考えられる。学術・民

間・地域・報道の活動においてどのように取

り入れ、実践していくかは各分野共通の今後
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の課題である。
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